
( 郵 便 番 号

フ リ ガ ナ
氏 名

( 郵 便 番 号

( 郵 便 番 号

( 郵 便 番 号
(※1)

常 勤 非 常 勤

0名 0名

身 体障 害者 知 的障 害者 障 害 児 精 神障 害者 難病等対象者

指 定 の 更 新 申 請 を す る
障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 の
事 業 所 番 号

名 称

)

)

多 機 能 型 •
共 生 型
実 施の 有無

フ リ ガ ナ

　指定障害福祉サービス事業者等の指定または更新における事業相談シートについて次のとおり提出します。

職 種

職 名

申

 
請

 
者

千葉県知事　　　　　　　様

代 表 者 の 住 所

主 た る 事 務 所 の 所 在 地

指 定 ( 指 定 の 更 新 )
申 請 を す る 障 害 福 祉
サ ー ビ ス 等 の 種 類

代 表 者 の 生 年 月 日

代 表 者 の 職 • 氏 名

管理者

障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 の 種 類事 業 所 番 号

営 業 日 お よ び
営 業 時 間

運

 
営

 
規

 
程

事 業 の 目 的 お よ び
運 営 の 方 針

従業者の職種、人数
お よ び 職 務 の 内 容

(※1)申請事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するときに記載します(指定一般相談支援事業に
関しては不要です)。なお、従たる事業所が2箇所以上の場合は行を追加してください。

(※2)居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、短期入所（空床型）、重度障害者等包括支援、就労定着支援、自立生活援助、
一般相談支援（地域移行支援）、一般相談支援（地域定着支援）、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援に関しては、記載不要
です。

利 用 定 員

単 独 ま た は 合 計

指

定

（

指

定

の

更

新

）

を

受

け

よ

う

と

す

る

事

業

者

の

事

業

所

情

報

※新規指定の場合は記載不要

通 常 の 事 業 の
実 施 地 域

事 業 開 始 （ 又 は
事 業 の 更 新 ） 時 の
利 用 定 員 ( ※ 2)

既に同一敷地内で指定を
受けている事業がある場合

※指定の更新申請をする
　障害福祉サービス等を
　含まない

障 害 児 通 所 支 援 事 業

障害福祉サービス事業等

※複数の事業を併せて
　利用定員を定める場合は、
　合計を選択

障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 の 種 類

事業相談シート

サービス管理責任者
児童発達支援管理責任者
サービス提供責任者

計

主たる対象者（該当す
る も の に 〇 ）

　　年　　月　　日

職 務 の 内 容

指 定 ( 指 定 の 更 新 )
申 請 を す る 事 業 の
開 始 ( 更 新 ) 予 定 年 月 日

重 症 心 身 障 害 児 重 症 心 身 障 害 児 以 外

主
た
る

フ リ ガ ナ
名 称
事 業 所 ( 施 設 ) の
所 在 地

)

従
た
る

フ リ ガ ナ
名 称
事 業 所 ( 施 設 ) の
所 在 地

)



・位置図・平面図・ちば情報マップは、別紙により添付してください。

建 築 年 月 日

構 造

階 数 ( 延 べ 床 面 積 )

スプリンクラー設置状況

所 有 ・ 賃 借 の 別

確認日

□ 土砂災害警戒区域等の指定なし

□ 土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊）

□ 土砂災害特別警戒区域（急傾斜地の崩壊）

□ 土砂災害警戒区域（土石流）

□ 土砂災害特別害警戒区域（土石流）

□ 土砂災害警戒区域（地すべり）

□ 基礎調査予定箇所

□ 土砂災害警戒区域（指定予定）

□ 土砂災害特別警戒区域（指定予定）

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

要　・　不明

否

耐震診断

診断実施日

診断結果

メ ー ル

土

砂

災

害

確

認

等

情

報

土 砂 災 害 警 戒 区 域 等
の 確 認 結 果
（ ち ば 情 報 マ ッ プ ）

年　　　月　　　日

指定等の
有無

建

物

の

耐

震

化

情

報

耐 震 診 断 の 要 否
昭和56年5月以前に建築確認を受けた建物　・　時期不明

昭和56年6月以降に建築確認を受けた建物(以降の回答不要)

耐 震 診 断 の 要 否
要 ・ 不 明 の 場 合

耐 震 診 断 の 状 況 ・ 結 果

実施済み ・ 未実施 ・ 不明

年  月  日

耐 震 診 断 ・ 耐 震 改 修
未 実 施 の 場 合

耐 震 化 の 確 保 に 係 る
今 後 の 予 定 等

(診断)  　 年  月実施予定 ・ 未定

(改修)　   年  月実施予定 ・ 未定

〇施設に係る不動産(建物・土地)の状況

建

物

情

報

年  月  日 ／ 不明

造 ／ 不明

階建 (      ㎡ ／　不明 )

設置済 ・ 未設置(設置予定：　あり ・ なし　)

自己所有　・　賃貸借

使 用 形 態 等
建物全部使用　・　建物一部使用

一部使用の場合：階数(  　階部分)、面積(    　   ㎡)

※ 訪問系サービス(居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、自立生活援助、一般相談支援(地域
移行支援・地域定着支援))の場合は記載不要です。

【耐震診断又は改修ができない理由】

担 当 者 職 ・ 氏 名

電 話 番 号

（注１）本票は、使用する建物の安全性を確認しようとするものです。建物の状況について記載してください。

（注２）土砂災害確認等情報は、建物の立地場所の安全性を確認しようとするものです。
　　　事業者において「ちば情報マップ」で土砂災害警戒区域等の該当の有無を確認の上、区域等の指定等の有無を記載してください。
　　　また、確認したマップに事業所の位置を示して本紙に添付してください。
　　　（ちば情報マップURL：https://map.pref.chiba.lg.jp/pref-chiba/Portal）
　　　土砂災害警戒区域等に近接している場合、具体的な対応方針を示した避難計画等を添付してください。
　　　マップの記載について疑義が生じた場合は、建物の所在地区管轄土木事務所に確認してください。

（注３）「耐震化情報」について、本票では便宜的に昭和５６年５月以前の建物を対象としてその安全性を確認しようとするものです。
　　　なお、基準日以降に建設された建物であっても、建築確認又は完了検査が実施されていない場合、その安全性が保証されて
　　　いるものではありませんので、耐震診断の要否等について確認する場合があります。


